


























を伴う更新を行うことが LCCと LCCO2の双方の最小化に繋がることを示した． 
(2) 個別管路の最適な更新時期と口径を得るため，経年劣化に伴う管路事故リスクを含む
LCC の最小化を目的関数にした定式化，並びに遺伝的アルゴリズム（GA）を援用した最
適化モデル（LCC-GA 管路更新計画モデル）の構築を行い，ポンプ圧送系の樹枝状送水
管路システムを対象に人口変動シナリオに応じた最適更新時期や口径の変化を検証し
た．この結果，提案モデルが管内流量から見て合理的な口径を提示できることを示す
とともに，システム特性に由来する残存圧力を活用した積極的な管路口径のダウンサ
イジングの提案が可能であることを確認した．また，計画期間中の水需要のピークか
ら管路口径を決定することが設計規範として合理的であり，人口減少下では更新時の
水需要から管路口径を決定することが有効であることを明らかにした．さらに，水需
要のピークが将来ではなく現在であるような人口減少下では，将来水需要の不確実性
が更新計画に与える影響は限定的であることも示した． 
(3) 水道管路の更新計画で考慮すべき不確実性の１つである地震リスクにも着目し，LCC算
定における地震リスクの定量化手法を考案した．まず，地震調査研究推進本部によっ
て整備された詳細な全国震源リストから震源を抽出し，個別の地震発生確率を与える
マルチイベントモデルによって地震リスクを期待値として金銭化する手法を提案した．
次に，甚大な地震被害が予想される実存地区を選定し，その地区に送水管路システム
が存在すると仮定したケーススタディを実施した．その結果，地震リスクの導入によ
り地震リスクを考慮しない前章のモデルと比較して非耐震管路の更新時期が 5 年から
15 年早期化された．そして，将来の発災が不確実なリスクであることに対して，普通
鋳鉄管をはじめとする非耐震管の積極的な更新は，地震リスクの低減に寄与するだけ
ではなく，LCC全体の最小化に繋がることを明らかにした． 
以上要するに，本論文は，送水管路システムの長期的な管路更新計画を立案する手法を
提案するとともに，ライフサイクルアセスメントの枠組みを用いて水需要の変化や地震リ
スクといった将来の不確実性を考慮した合理的な更新計画について論じたものであり，将
来の水道工学分野における貢献は極めて大きい． 
よって，本論文は，博士（工学）の学位を授与するに十分な価値を有するものと認めら
れる． 
